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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第２四半期連結
累計期間

第46期
第２四半期連結
会計期間

第45期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 1,856,211 899,639 5,547,683

経常利益又は経常損失(損失は△)

（千円）
△170,803 △81,274 80,504

四半期純損失又は当期純利益(損失

は△）（千円）
△177,964 △85,297 86,835

純資産額（千円） － 3,017,718 3,326,075

総資産額（千円） － 4,553,907 5,530,550

１株当たり純資産額（円） － 164.59 181.42

１株当たり四半期純損失又は当期

純利益(損失は△）（円）
△9.72 △4.66 4.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 66.2 60.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△53,485 － 30,013

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△155,335 － △86,158

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△70,380 － △76,474

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 1,285,748 1,564,950

従業員数（人） － 92 91

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第46期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四

半期純損失であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第45期の

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　当社グループの売上構成は、つぎのとおりであります。

事業の種類別セ
グメントの名称

内容

売上高（千円）
（売上構成比率）（％）

当第２四半期
連結会計期間

(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

型枠貸与事業

消波根固用ブロックの製造用鋼製

型枠の貸与、および生態系保全、景

観修景に関わる河川、道路、公園等

のコンクリート二次製品の製造用

鋼製型枠の貸与

333,580

(37.1)

環境土木製品

販売事業

消波根固用ブロック製品、消波根固

用自然石製品、生態系保全、景観修

景に関わる河川、道路、公園等のコ

ンクリート二次製品、土砂吸出防

止、洗掘防止、遮水等の土木用シー

トマットの製品等の販売

566,059

(62.9)

計
899,639

(100.0)

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 92  

　（注）　従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 85  

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当社グループは、自社工場を持たず製作・製造委託会社に商品を製造委託しており、生産実績の記載ができません

ので、これに代え仕入実績を記載しております。

事業の種類別セグメントの
名称

内容
(当第２四半期連結会計期間)
自　平成20年７月１日 
至　平成20年９月30日 

 型枠貸与事業（千円）

消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸

与、および生態系保全、景観修景に関わる河

川、道路、公園等のコンクリート二次製品の

製造用鋼製型枠の貸与

　──────　　

 環境土木製品販売事業

（千円）

消波根固用ブロック製品、消波根固用自然

石製品、生態系保全、景観修景に関わる河

川、道路、公園等のコンクリート二次製品、

土砂吸出防止、洗掘防止、遮水等の土木用

シートマットの製品等の販売

552,832

計（千円） 552,832

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、受注生産を行っておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの
名称

内容
(当第２四半期連結会計期間)
自　平成20年７月１日 
至　平成20年９月30日 

 型枠貸与事業（千円）

消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸

与、および生態系保全、景観修景に関わる河

川、道路、公園等のコンクリート二次製品の

製造用鋼製型枠の貸与

333,580

 環境土木製品販売事業

（千円）

消波根固用ブロック製品、消波根固用自然

石製品、生態系保全、景観修景に関わる河

川、道路、公園等のコンクリート二次製品、

土砂吸出防止、洗掘防止、遮水等の土木用

シートマットの製品等の販売

566,059

計（千円） 899,639

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の概況

　当第２四半期連結会計期間の我が国経済は、米国金融市場の混乱や原油、原材料価格の高騰から企業収益が落ち込

み、設備投資が弱含むなど景気の先行きに対する不透明感が拡大いたしました。また、公共投資は国、地方の公共投

資予算の縮減により総じて低調に推移いたしました。

　このような中、当社グループは堤防強化工法や人工リーフ工法など当社グループ製品の強みを活かす提案営業に

取り組みましたが、工事進捗の遅れや、発注時期の遅れが影響し、第２四半期連結会計期間の売上高は899百万円と

なりました。また損益面につきましては、売上高の減少に伴い、営業損失が83百万円、経常損失が81百万円、第２四半

期純損失が85百万円となりました。

(2）事業の種類別セグメントの業績の概況

　セグメント別にみると、第２四半期連結会計期間の型枠貸与事業の売上高は333百万円、営業損失は28百万円、環境

土木製品販売事業の売上高は566百万円、営業損失は54百万円であります。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下資金という。)は、前四半期連結会計期間末に比べ、

206百万円減少し、1,285百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況については、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により支出した資金は109百万円でした。主に売上債権の減少292百万円による収入と税金等調整前四半

期純損失81百万円、仕入債務の減少261百万円、たな卸資産の増加85百万円の支出によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は67百万円でした。主に鋼製型枠等有形固定資産の取得60百万円の支出によるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は29百万円でした。主に剰余金の配当金等の支出19百万円、リース債務の返済による

支出7百万円によるものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は21百万円であります。

　　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　①　提出会社

　当第２四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

事業所名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額
(百万円)

従業員数
(人)

北海道営業所

他９ヶ所

札幌市中央区

他９ヶ所
型枠貸与事業 鋼製型枠 52 －

北海道営業所

他９ヶ所

札幌市中央区

他９ヶ所　
型枠貸与事業

鋼製型枠

リース資産　
101 －

(2）設備の新設、除却等の計画

　　①　提出会社

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

事業所名 所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円) 着手 完了

北海道営業

所他９ヶ所

札幌市中

央区他

９ヶ所

型枠貸与事

業
鋼製型枠 330 － 自己資金

平成20年

8月

平成21年

3月

販売能力

17.8％増

加

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,997,000

計 38,997,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 18,622,544 18,622,544
東京証券取引所

（市場第二部）
－

計 18,622,544 18,622,544 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 18,622,544 － 1,004,427 － 541,691
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ジェイ・エム・イー 東京都中野区本町三丁目30－４ 1,288 6.91

行本　敏子 東京都杉並区 1,165 6.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 1,152 6.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 897 4.81

三菱ＵＦＪリース株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目５－１ 498 2.67

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８－11 400 2.14

行本　卓生 東京都中野区 360 1.93

株式会社阿波銀行 徳島県徳島市西船場二丁目24－１ 353 1.89

菊池　恵理香 東京都杉並区 346 1.86

日建工学株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目10－１ 317 1.70

今井　正利 岐阜県多治見市 292 1.56

計 － 7,072 37.97

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

　 平成20年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 　317,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  　17,971,000 17,971 －

単元未満株式 普通株式　   　334,544 － －

発行済株式総数 18,622,544 － －

総株主の議決権 － 17,971 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株

式がそれぞれ1,000株（議決権1個）、150株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新

宿六丁目10－１
317,000 － 317,000 1.70

計 － 317,000 － 317,000 1.70
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 101 124 135 114 99 91

最低（円） 87 93 103 96 88 79

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,480,748 1,759,950

受取手形及び売掛金 1,360,035 2,353,522

商品 254,949 82,547

貯蔵品 25,793 69,169

その他 90,547 35,887

貸倒引当金 △19,334 △14,522

流動資産合計 3,192,739 4,286,554

固定資産

有形固定資産 ※1
 513,727

※1
 277,191

無形固定資産 57,636 60,730

投資その他の資産

投資有価証券 632,489 748,918

その他 333,434 327,084

貸倒引当金 △176,120 △169,928

投資その他の資産合計 789,802 906,073

固定資産合計 1,361,167 1,243,995

資産合計 4,553,907 5,530,550

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 985,898 1,743,035

1年内返済予定の長期借入金 7,500 10,000

未払金 97,328 101,309

未払法人税等 12,459 19,509

リース債務 44,367 －

その他 60,539 105,872

流動負債合計 1,208,094 1,979,726

固定負債

長期借入金 － 2,500

繰延税金負債 96,284 137,144

退職給付引当金 67,698 59,645

役員退職慰労引当金 26,406 25,459

リース債務 137,705 －

固定負債合計 328,095 224,748

負債合計 1,536,189 2,204,475
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 1,283,522 1,516,582

自己株式 △57,735 △57,321

株主資本合計 2,771,906 3,005,380

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 240,884 316,453

評価・換算差額等合計 240,884 316,453

少数株主持分 4,927 4,241

純資産合計 3,017,718 3,326,075

負債純資産合計 4,553,907 5,530,550

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

12/24



（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 1,856,211

売上原価 1,419,215

売上総利益 436,996

販売費及び一般管理費 ※1
 620,056

営業損失（△） △183,060

営業外収益

受取利息 1,588

受取配当金 7,333

たな卸資産処分益 4,474

その他 1,744

営業外収益合計 15,141

営業外費用

支払利息 1,111

たな卸資産処分損 1,773

営業外費用合計 2,885

経常損失（△） △170,803

特別利益

固定資産売却益 268

特別利益合計 268

特別損失

固定資産処分損 31

特別損失合計 31

税金等調整前四半期純損失（△） △170,566

法人税、住民税及び事業税 6,712

法人税等合計 6,712

少数株主利益 685

四半期純損失（△） △177,964
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 899,639

売上原価 677,692

売上総利益 221,946

販売費及び一般管理費 ※1
 305,426

営業損失（△） △83,479

営業外収益

受取利息 1,091

受取配当金 350

たな卸資産処分益 3,099

その他 126

営業外収益合計 4,667

営業外費用

支払利息 745

たな卸資産処分損 1,717

営業外費用合計 2,462

経常損失（△） △81,274

特別利益

固定資産売却益 268

特別利益合計 268

特別損失

固定資産処分損 31

特別損失合計 31

税金等調整前四半期純損失（△） △81,037

法人税、住民税及び事業税 3,287

法人税等合計 3,287

少数株主利益 971

四半期純損失（△） △85,297
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △170,566

減価償却費 97,132

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,003

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 947

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,053

受取利息及び受取配当金 △8,922

支払利息 1,111

固定資産売却損益（△は益） △268

固定資産処分損益（△は益） 31

売上債権の増減額（△は増加） 954,299

たな卸資産の増減額（△は増加） △159,593

仕入債務の増減額（△は減少） △703,383

未払消費税等の増減額（△は減少） △28,975

その他 △49,092

小計 △48,222

利息及び配当金の受取額 8,927

利息の支払額 △1,111

法人税等の支払額 △13,078

営業活動によるキャッシュ・フロー △53,485

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △195,000

定期預金の払戻による収入 195,000

有形固定資産の取得による支出 △148,265

有形固定資産の売却による収入 1,393

その他 △8,463

投資活動によるキャッシュ・フロー △155,335

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △5,000

自己株式の取得による支出 △789

自己株式の処分による収入 212

配当金の支払額 △54,030

リース債務の返済による支出 △10,773

財務活動によるキャッシュ・フロー △70,380

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △279,201

現金及び現金同等物の期首残高 1,564,950

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,285,748
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

　たな卸資産

　①商品

  商品は、従来、移動平均法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第9号平成18年7

月5日)が適用されたことに伴い、移動平

均法による原価法(貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法)により算定しております。

　これによる影響額はありません。

　②貯蔵品

　貯蔵品は、従来、最終仕入原価法による原

価法によっておりましたが、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第9号平

成18年7月5日)が適用されたことに伴い、

また期間損益計算の適正化をより一層図

ることを目的として、移動平均法による

原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)に

より算定しております。

　これによる影響額は軽微であります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 　(2)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりました

が、「リース取引に関する会計基準」(企

業会計基準第13号(平成5年6月17日（企

業会計審議会第一部会)、平成19年3月30

日改正))及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第16号(平成6年1月18日(日本公認会計

士協会　会計制度委員会)、平成19年3月30

日改正))が平成20年4月1日以後開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸表

から適用することができることになった

ことに伴い、第1四半期連結会計期間から

これらの会計基準等を適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリ-ス資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年

数とした定額法を採用しております。

　なお、残存価額については、リース契約

上に残価保証の取決めがあるものは当該

残価保証額とし、それ以外のものは零と

しております。

　これによる影響額は軽微であります。　

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

17/24



【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１　たな卸資産の評価方法 　　四半期連結会計期間末におけるたな卸高

の算出に関して、実地たな卸を省略し前連

結会計年度に係る実地たな卸高を基礎と

して合理的な方法により算定しておりま

す。 

２　固定資産の減価償却費

の算定方法

　　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等

の見積りを考慮した予算に基づく年間償

却予定額を期間按分して算定しておりま

す。

３　退職給付引当金の算定

方法

　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、年間予定額を期間

按分して算定しております。

　また、当社は、執行役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を期間按分して算定しており

ます。

４　法人税等並びに繰延税

金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

て、前連結会計年度末以降に経営環境等又

は、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められる場合に、前連結会計年度

決算において使用した将来の業績予想や

タックス・プランニングを利用する方法

で算出しています。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

有形固定資産

※1 有形固定資産から控除されている減価償却累計額は下

記のとおりであります。

　　減価償却累計額 2,556,205千円

有形固定資産

※1 有形固定資産から控除されている減価償却累計額は下

記のとおりであります。

　減価償却累計額 2,530,236千円
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 給与及び諸手当    230,460千円 

 旅費交通費 61,691千円 

 退職給付費用 10,351千円 

 貸倒引当金繰入額 12,314千円 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 給与及び諸手当   134,469千円 

 旅費交通費     29,562千円 

 退職給付費用 4,225千円 

 貸倒引当金繰入額 8,451千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,480,748千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△195,000千円

現金及び現金同等物 1,285,748千円

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　18,622千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 　　　　　　　　　317千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月26日

定時株主総会
普通株式 54,932 3 平成20年3月31日 平成20年6月27日 利益剰余金 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　
型枠貸与事業
（千円）

環境土木製品
販売事業
（千円）

計　
（千円）

消去又は全社
　
  （千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 333,580 566,059 899,639 － 899,639

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －　 －

計 333,580 566,059 899,639 －　 899,639

営業損失(△) △28,863 △54,615 △83,479 －　 △83,479

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
型枠貸与事業
（千円）

環境土木製品
販売事業
（千円）

計　
（千円）

消去又は全社
　
  （千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 663,686 1,192,525 1,856,211 － 1,856,211

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －　 －

計 663,686 1,192,525 1,856,211 －　 1,856,211

営業損失(△) △66,191 △116,868 △183,060 －　 △183,060

          (注）１．事業区分の方法

                 製品およびサービスの販売方法の類似性を勘案して区分しています。

         　　２．各区分に属する主要な事業の内容

                 型枠貸与事業   消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸与、および生態系保全、景観修景

　　　　　　　　　　　　　　　　に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品の製造用鋼製型枠の貸与

　　　　　　　   環境土木製品   消波根固用ブロック製品、消波根固用自然石製品、生態系保全、景観修景に関

　　　　　　　　 販売事業　　　 わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品、

                 　　　　　　　 土砂吸出防止、洗掘防止、遮水等の土木用シートマットの製品等の販売
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  　　３．事業区分の変更

事業区分については、従来、製品の種類や性質の類似性に基づいて使用目的別に国土保全事業、環境

景観事業、土木シート事業に３区分しておりましたが、第１四半期より、製品およびサービスの販売

方法の類似性から「型枠貸与事業」と「環境土木製品販売事業」の２区分に変更いたしました。こ

の変更は、当社グループにおける事業の実態をより適切に反映し、セグメント情報の有効性を高める

ために行ったものであります。「型枠貸与事業」は、消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸与お

よび生態系保全、景観修景に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品の製造用鋼製型枠の

貸与であります。「環境土木製品販売事業」は、消波根固用ブロック製品、消波根固用自然石製品、生

態系保全、景観修景に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品、土木吸出防止、洗掘防止、遮

水等の土木用シートマットの製品等の販売であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント

情報は、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
国土保全事
業

（千円）

環境景観事
業

（千円）

土木シート
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 712,777 369,341 774,092 1,856,211 － 1,856,211

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 36,864 362 37,226 (37,226) －

計 712,777 406,206 774,454 1,893,438 (37,226) 1,856,211

営業損失(△) △63,689 △94,066 △25,304 △183,060 － △183,060

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 164.59 円 １株当たり純資産額 181.42 円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △9.72 円

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

１株当たり四半期純損失（△） △4.66 円

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △177,964 △85,297

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △177,964 △85,297

期中平均株式数（株） 18,308,046 18,306,620

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

新株予約権１種類(新株予約権

の数170個)  　

なお、当該新株予約権は行使期

間が平成20年7月31日に満了し

ております。

新株予約権１種類(新株予約権

の数170個)  　

なお、当該新株予約権は行使期

間が平成20年7月31日に満了し

ております。

（重要な後発事象）

　　当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

日建工学株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野辺地　　勉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 八代　　輝雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会社の平

成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年9月30日

まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  追記情報

  セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、第１四半期連結会計期間から会社は事業

区分を変更している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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